




障害者の数
○障害者の総数は７８７．９万人であり、人口の約６．２％に相当。

○そのうち身体障害者は３９３．７万人、知的障害者は７４．１万人、
精神障害者は３２０．１万人。

身体障害者（児）
３９３．７万人

知的障害者（児）
７４．１万人

在宅知的障害者（児）

６２．２万人（８３．
９％）

精神障害者
３２０．１万人

（在宅・施設別） （年齢別）

６５歳未満の者
３１％

６５歳未満の者
６４％

身体障害者（児）
３９３．７万人

知的障害者（児）
７４．１万人

精神障害者
３２０．１万人

障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）
うち在宅 ７３６．４万人（９３．５％）
うち施設入所 ５１．５万人（ ６．５％）

障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）
うち６５歳未満 ５０％
うち６５歳以上 ５０％

障害福祉サービスの利用者数は７３．５万人
（H27.3月、前年同月比約5.7％増）
（身体：20.6万人、知的：34.9万人、
精神：16.3万人、児：1.7万人）

在宅身体障害者（児）
３８６．４万人（９８．１％）

在宅精神障害者
２８７．８万人（８９．９％）

施設入所身体障害者（児）
７．３万人（１．９％）

施設入所知的障害者
（児）

１１．９万人（１６．１％）

※身体障害者（児）数は平成２３年（在宅）、平成２１年（施設）の調査等、知的障害者（児）数は平成２３年の調査、精神障害者数は平成23年の調査による推計。なお、身体
障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。
※平成23年の調査における身体障害者（児）数（在宅）及び知的障害者（児）数（在宅）は岩手県、宮城県、福島県、仙台市、盛岡市、郡山市、いわき市及び大阪市を除いた
数値である。知的障害者（児）数（施設）は宮城県、福島県の一部市町村を除いた数値である。
※平成23年の調査における精神障害者数は宮城県石巻医療圏及び気仙沼医療圏並びに福島県を除いた数値である。
※在宅身体障害者（児）、在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は１９．５
万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含まれていない。
※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

入院精神障害者

３２．３万人（１０．
１％）

６４％

６５歳以上の者
６９％

６５歳以上の
者
３６％

６５歳以上
の者 ９％

６５歳未満
の者 ９１％
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３障害一元化による制度格差の解消・実利用者数の推移

平成２５年１０月から平成２６年１０月にかけて障害福祉サービス利用者数全体で５．７％増加している。

一方、精神障害者の利用者数は１３．０％の増加となっている。

(２６年１０月の利用者数)
このうち 身体障害者の伸び率…… ３．６％ 身体障害者…… ２０．４ 万人

知的障害者の伸び率…… ４．２％ 知的障害者…… ３４．４ 万人
精神障害者の伸び率…… １３．０％ 精神障害者…… １５．６ 万人

難病等対象者… ０．１ 万人
（1,080人）

○平成２５年１０月→平成２６年１０月の伸び率（年率）・・・・・ ５．７％
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障害者総合支援法対象疾病（難病等）の見直しについて

「障害保健福祉関係主管課長会議資料 平成29年３月８日」より
（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課／企画課監査指導室）
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障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サー
ビスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほ
か、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行う。

１．障害者の望む地域生活の支援

(1) 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相
談・助言等を行うサービスを新設する（自立生活援助）

(2) 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行うサービスを新設する（就労定着支援）

(3) 重度訪問介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とする

(4) 65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを利用してきた低所得の高齢障害者が引き続き障害福祉サービスに相当する
介護保険サービスを利用する場合に、障害者の所得の状況や障害の程度等の事情を勘案し、当該介護保険サービスの利用者負担を
障害福祉制度により軽減（償還）できる仕組みを設ける

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応

(1) 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを新設する

(2) 保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する

(3) 医療的ケアを要する障害児が適切な支援を受けられるよう、自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとする

(4) 障害児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体において障害児福祉計画を策定するものとする

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備

(1) 補装具費について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合等に貸与の活用も可能とする

(2) 都道府県がサービス事業所の事業内容等の情報を公表する制度を設けるとともに、自治体の事務の効率化を図るため、所要の規定を
整備する

平成30年４月１日（２.(3)については公布の日（平成28年6月3日））

概 要

趣 旨

施行期日

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の
一部を改正する法律（概要）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の
一部を改正する法律（概要）

（平成28年5月25日成立・同年6月3日公布）
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障害者総合支援法における「障害支援区分」の概要

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

必要とされる支援の度合い（低い） （高い）

○ 障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すもの。

① 障害支援区分の定義（法第４条第４項）

○ 市町村は、障害者等から介護給付費等の支給に係る申請を受理した場合、以下の手続きによる「障害支援区分の認定」を行う。

② 障害支援区分の認定手続き
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認定調査員による
訪問調査の結果
（認定調査の結果）

主治医の意見書
（医師意見書）

認定調査員による
特記事項

主治医の意見書
（医師意見書）

③ 市町村審査会による二次判定結果（平成27年10月～平成28年９月）

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計

71件 6,163件 46,914件 53,224件 46,478件 37,538件 59,479件 249,867件

0.0% 2.5% 18.8% 21.3% 18.6% 15.0% 23.8% 100.0%
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